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平成２７年７月３０日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官  

平成２６年（ワ）第１４５９号 特許権侵害差止等請求事件 

口頭弁論の終結の日 平成２７年６月９日 

中 間 判 決 

東京都江戸川区＜以下略＞ 

原 告     株 式 会 社 シ ラ ヤ マ 

       同訴訟代理人弁護士     宗 田 親 彦 

                     鈴 木 太 一 

                     鈴 木 英 之 

       同 補 佐 人 弁 理 士     宇 野 晴 海 

   広島県呉市＜以下略＞ 

被 告     株 式 会 社 ダ イ ク レ 

       同訴訟代理人弁護士     木 下 洋 平 

       同 補 佐 人 弁 理 士     佐 藤 晃 一 

                     亀 卦 川    巧 

主        文 

    被告が製造，販売する別紙被告製品目録２及び３記載の鋼製地覆は，原告

が有する特許第３３７７７６４号の特許請求の範囲の請求項１記載の特許発

明の技術的範囲に属する。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

１ 被告は，別紙被告製品目録３記載の鋼製地覆を製造し，使用し，譲渡し，

貸し渡し，若しくは輸出し，又は譲渡若しくは貸渡しの申出をしてはならない。 

２ 被告は，別紙被告製品目録３記載の鋼製地覆，その半製品及びそれらを製

造するための金型を廃棄せよ。 
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３ 被告は，原告に対し，１７２０万６０５１円及びこれに対する平成２６年

１月３１日（訴状送達の日の翌日）から支払済みまで年５分の割合による金員

を支払え。 

第２ 事案の概要 

本件は，発明の名称を「道路橋道路幅員拡張用地覆ユニット及び道路橋道路

幅員拡張用地覆ユニット設置方法」とする特許権を有する原告が，被告による

別紙被告製品目録１ないし３記載の鋼製地覆（以下，それぞれを「被告製品

１」，「被告製品２」，「被告製品３」といい，これらを総称して「被告製品」

という。）の製造，譲渡等は原告の特許権を侵害すると主張して，被告に対し，

特許法１００条１項，２項に基づいて，被告製品３の譲渡等の差止め及び廃棄

等を求めるとともに，不法行為に基づき，損害賠償金１７２０万６０５１円及

びこれに対する遅延損害金の支払を求める事案である。これに対し，被告は，

被告製品の部品の製造販売しか行っていない旨等を主張して，原告の請求を争

う。なお，原告は，意匠登録第１１１８３８１号の意匠権に基づく請求もして

いるが，これは本中間判決の対象外である。 

１ 前提事実（証拠等を掲げた事実以外は，当事者間に争いがない。） 

(1) 本件特許権 

    原告は，次の特許権（以下，この特許を「本件特許」という。）を有して

いる。 

  特 許 番 号  第３３７７７６４号 

    発明の名称  道路橋道路幅員拡張用地覆ユニット及び道路橋道路幅員拡

張用地覆ユニット設置方法 

    出 願 日  平成１１年８月１０日 

    登 録 日  平成１４年１２月６日 

(2) 特許請求の範囲の記載  

    本件特許出願の願書に添付した明細書（以下「本件明細書」という。）の
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特許請求の範囲の請求項１の記載は，本判決添付の特許公報の該当項記載の

とおりである（以下，この発明を「本件発明」という。）。 

  (3) 本件発明の構成要件 

本件発明を構成要件に分説すると，次のとおりである（以下，分説した構

成要件をそれぞれの符号に従い「構成要件Ａ」のようにいう。）。 

   Ａ 前面側，上面側，背面側を備えた縁石部と 

   Ｂ 該縁石部の前面側外方に延伸し，コンクリート床版側端部の地覆除去部

に固定される延伸部と底面側を備えた底版部と 

   Ｃ からなる鋼製中空筒体を形成するとともに 

   Ｄ 底版部下面には床版外側部に固定される腹板を取り付けてなることを特

徴とする 

   Ｅ 道路橋道路幅員拡張用地覆ユニット。 

  (4) 被告の行為 

    被告は，別紙被告製品目録３の「４ カタログ上の被告製品の記載」のと

おり，張出地覆（ベース部とカバー部）とブラケットとからなる構造を示し

て，「スチールウイング」という製品名の鋼製地覆の譲渡等の申出をしてい

る（甲７・８，乙１）。この「スチールウイング」には，被告製品１のよう

に設置前後で道路幅員が変わらないように設置されるもの（以下「非拡張型」

という。）と，被告製品２及び３のように設置後に道路幅員が拡張するよう

に設置されるもの（以下「拡張型」という。）がある。なお，被告製品１及

び２は，既に設置済みのものである。 

２ 争点 

本中間判決の対象となる争点は，被告が製造，販売する製品が本件発明の技

術的範囲に属するかという点であり，より具体的には，主として，以下の点が

争点となっている。 

  (1) 被告が被告製品を製造，販売していると認められるか（被告製品におけ
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る張出地覆とブラケットは一体として製造，販売されていると評価できるか） 

  (2) 被告製品は構成要件Ａ，Ｃ及びＤを充足するか 

  (3) 被告製品は構成要件Ｂ及びＥを充足するか 

  (4) 出願経過禁反言の適用が認められるか 

 ３ 争点に関する当事者の主張 

  (1) 争点(1)（被告が被告製品を製造，販売していると認められるか（被告製

品における張出地覆とブラケットは一体として製造，販売されていると評価

できるか））について 

  （原告の主張） 

    被告は，遅くとも平成２４年４月ころから現在まで，被告製品３を業とし

て製造し，販売し，又は販売の申出をしている。また，被告は，既に，被告

製品１及び２を製造し，販売した。原告は，既に設置されている被告製品１

及び２については被告の提出する図面等に基づき，また被告製品３について

は被告のカタログに基づき，これらを特定する。 

被告製品における張出地覆とブラケットは，形式的に２つの部品に分かれ

ているだけで，これらは一体のものとして運用・構成されている。被告が自

認するところによっても，被告製品は床版取付部を具えたブラケットがなけ

れば，張出地覆を正常な利用に耐え得るように設置することができないので

あり，かつ設置後もブラケットは取り外されないのであるから，張出地覆と

ブラケットは一体と評価すべきであり，被告は，一体のものである被告製品

を製造，販売している。 

   （被告の主張） 

    被告は，部品の製造販売を行っている製品メーカーであり，これらの部品

を工事現場で組み立てて完成品にするのは工事施工者であって被告ではない

から，被告は完成品としての被告製品を製造，販売していない。被告製品は，

完成品の状態で流通せず，完成品を構成し得る部品の状態でのみ流通するも
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のである。 

  (2) 争点(2)（被告製品は構成要件Ａ，Ｃ及びＤを充足するか）について 

  （原告の主張） 

被告製品の構成は，いずれも，別紙「原告主張に係る被告製品の構成」記

載のとおりであり，明らかに本件発明の構成要件Ａ及びＣを充足する。 

また，本件発明は，腹板の底版部下面への取付け方を限定しているもので

はないから，被告製品のようにブラケットを介して張出地覆に取り付けられ

ている床版取付部も本件発明の腹板に相当する。仮に，床版取付部を具えた

ブラケットに被告が主張するような張出地覆を水平に設置する機能があった

としても，床版取付部は，本件発明における腹板と同様に，コンクリート床

版外側部に取り付けられる板状の鋼板であり，鋼製中空体を床版に取り付け

るために機能しているから，腹板に相当するといえる。 

したがって，被告製品のブラケットを構成する床版取付部は，本件発明の

腹板に相当し，被告製品は本件発明の構成要件Ｄを充足する。 

   （被告の主張） 

被告製品は，張出地覆（ベース部とカバー部）とブラケットからなり，ブ

ラケットは，路面を形成する舗装層を敷設する際に張出地覆を水平に維持す

るために予め設置されるもので，張出地覆を設置した後に取り外すことも可

能である。また，被告製品のブラケットを構成する床版取付部は，張出地覆

をコンクリート床版に固定するためのものではなく，本件発明における腹板

に相当しない。したがって，被告製品の構成は，別紙「被告主張に係る被告

製品の構成」記載のとおりである。 

構成要件Ｄは，「底版部下面には，床版外側部に固定される腹板を取り付

けてなることを特徴とする」というものであり，本件発明における腹板は，

底版部下面に一体的に取り付けられており，地覆ユニットを床版に設置する

ためのものであって，現場で設置される前から張出地覆と一体となっている
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必要があると解されるところ，被告製品の非拡張型と拡張型のいずれも，少

なくとも，このような「腹板」を具えないから，本件発明の構成要件Ｄを充

足しないことは明らかである。 

(3) 争点(3)（被告製品は構成要件Ｂ及びＥを充足するか）について 

   （原告の主張） 

    拡張型（被告製品２及び３）が構成要件Ｂ，Ｅを充足することは明らかで

ある。 

また，非拡張型（被告製品１）も構成要件Ｂ，Ｅを充足する。すなわち，

構成要件Ｂは「コンクリート床版側端部の地覆除去部に固定される延伸部」

と定めるが，本件発明は物品である「地覆ユニット」についての特許である

から，構成要件Ｂの文言は「地覆ユニット」を構成する要素である「延伸部」

の形態を機能的に表現したものであり，「コンクリート床版側端部の地覆除

去部に固定することが可能な形態の延伸部」であれば足りると解釈すべきで

ある。そもそも，拡張型と非拡張型は，その製品としての形状，取付方法，

構造等に大差なく，取付け先の橋梁の取付工事前の地覆の形状が異なるに過

ぎないのであるから，被告製品を拡張型と非拡張型に区別することはできな

い。 

さらに，被告製品１が設置された祓川新橋において，本件発明を用いるこ

となく防護柵の設置基準（地覆にたわみ性防護柵を設置する場合の地覆幅は

６００ミリメートルを標準とする。）を満たすとすれば，道路幅員は片側４

００ミリメートル分の縮小を余儀なくされるところ，被告製品１で本件発明

を用いて地覆をコンクリート床版から一定程度外方に張り出させることによ

って道路幅員を維持したのであるから，被告製品１は想定すべき「橋梁の側

端部から６００ミリメートルの範囲の地覆」を除去してその除去部に延伸部

を固定する本件発明を使用したと評価することができ，またこれにより減少

するはずだった道路幅を維持し実質的に道路拡幅の効果も獲得しているので
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あるから，構成要件Ｂ，Ｅを充足すると評価できる。かかる主張を図示する

と，別紙原告説明図のとおりである。 

   （被告の主張） 

本件発明は構成要件Ｂの文言によって「地覆ユニットの取付構造」の発明

であると解釈されるべきである。構成要件Ｂは，文言上延伸部が「地覆除去

部に固定される」ことを要件とし，延伸部が地覆除去部に固定されることに

よってのみ，構成要件Ｅの「道路幅員拡張用」として機能するのであるから，

延伸部が地覆除去部よりも内側に固定される場合には適用できない。特に，

本件特許に係る出願人は，本件特許が登録されるまでの過程において，平成

１４年３月１９日提出の意見書（以下「第一意見書」という。）を提出し，

「本願発明に係る地覆ユニット及び設置方法がこれらの相違を有しているこ

とを明確にするため，延伸部と腹板が床版のどこに固定されているかを特許

請求の範囲を補正することにより明瞭に特定した。」と主張するとともに，

構成要件Ｂに「コンクリート床版側端部の地覆除去部に固定される」を追加

する補正をしたのであり，延伸部が地覆除去部に固定されないものは本件発

明の技術的範囲から意識的に除外されたものである。また，原告の防護柵の

設置基準に基づく主張は事実を無視するものであって失当である。 

したがって，被告製品１のような非拡張型は，延伸部がコンクリート床版

側端部の地覆除去部よりも内側に固定され，かつ，道路幅員を維持するに過

ぎず拡張効果を有しないから，少なくとも構成要件Ｂ，Ｅを充足しない。 

  (4) 争点(4)（出願経過禁反言の適用が認められるか）について 

   （被告の主張） 

    本件特許に係る出願人は，本件特許が登録されるまでの過程において，

「本願発明では，地覆除去部に延伸部を位置させるため，縁石部は床版の外

側に位置し，地覆除去部がそのまま道路幅員になる」などとする平成１４年

７月５日提出の意見書（以下「第二意見書」という。）を提出しており，こ
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れによって本件特許が登録されたのであるから，本件発明の技術的範囲が，

縁石部の全てが床版外側に位置せず，縁石部の一部が床版上に位置する被告

製品にも及ぶと主張することは，信義誠実の原則ないしは禁反言の原則に照

らして許されない。 

   （原告の主張） 

    本件特許に係る出願人は，第二意見書において，これに先立つ平成１４年

５月７日発送の拒絶理由通知記載の引用文献（以下「本件引用文献」とい

う。）との比較のために，本件発明では縁石部が床版の外側に位置する形態

となっていることを説明しているが，これは縁石部の全部が床版の外側に位

置するという意味合いでないことは本件明細書の段落【００２７】ないし

【００３３】，さらには【図１２】ないし【図１４】から明らかであり，本

件発明から縁石の一部が外側に位置する形態を除外する趣旨ではない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点(1)（被告が被告製品を製造，販売していると認められるか（被告製品

における張出地覆とブラケットは一体として製造，販売されていると評価でき

るか））について 

 (1) 前記第２の１前提事実(4)記載のとおり，被告は，別紙被告製品目録３の

「４ カタログ上の被告製品の記載」のとおり，張出地覆（ベース部とカバ

ー部）とブラケットとからなる構造を示して，「スチールウイング」という

製品名の鋼製地覆の譲渡等の申出をしているところ，被告は張出地覆とブラ

ケットの値段を別々に付けておらず合計価格を付して販売していること，張

出地覆とブラケットは調整用ボルトによって結合されていること，被告は工

事完了後も取り外すための工数がかかることに鑑みブラケットを取り外さず

にそのまま残していることについては当事者間に争いがない。 

   そうだとすれば，被告製品は張出地覆のみでも十分な強度を有すること，

被告が張出地覆とブラケットを別々に梱包して出荷していること，現場にお



 

9 

いて被告ではなく工事施工者が両者を設置し一体化させることが予定されて

いることが認められるとしても，もともと両者に合計価格を付して製造販売

され，工事施工者は現場において被告の設計した通りに両者を結合させて設

置するものであり，設置したブラケットを後から取り外すことも通常は予定

されていない以上，両者は一体の製品として製造，販売されていると評価す

るのが相当であると認められる。 

 (2) したがって，被告は，被告製品を製造，販売していると認められる。 

２ 争点(2)（被告製品は構成要件Ａ，Ｃ及びＤを充足するか）について 

(1) 被告製品が構成要件Ａ，Ｃを充足することは，被告主張に係る被告製品

の構成を前提としても明らかに認められる。 

 (2) 構成要件Ｄに関して，被告は，ブラケットには本件発明における腹板と

は異なる技術的意義があるなどとして，被告製品には腹板に相当するものが

ない旨主張する。しかしながら，構成要件Ｄは，「底版部下面には，床版外

側部に固定される腹板を取り付けてなることを特徴とする」というものであ

り，本件発明における腹板は，底版部下面に取り付けられ床版外側部に固定

されるものであると解される。そして，被告製品におけるブラケットを構成

する床版取付部は，床版部下面に位置し，床版外側部に固定されるものであ

り，ブラケット上に張出地覆がボルトで結合され設置されることにより，床

版取付部も張出地覆の底版部下面に取り付けられることとなるのであるから，

本件発明における腹板に相当するといえる。 

被告は，本件発明における腹板は，現場で設置される前から張出地覆と一

体となっている必要がある旨主張するが，構成要件Ｄの文言上，腹板は底版

部下面に取り付けてなるとしか規定されておらず，本件明細書の段落【００

３６】においても「ボルト締結による組立式であるため，現場での組立も容

易であり，また，全体を組み立てておくこともできるので工事の短期施工が

可能である。」と記載されているのであるから，被告の主張するような限定
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解釈をすることはできない。そうすると，前記１記載のとおり，張出地覆と

ブラケットを一体の製品として評価するのが相当であり，かつ被告製品のブ

ラケットにおける床版取付部は現場において張出地覆下面に取り付けられ床

版外側部に固定されるものであることからすると，被告製品の構成は「底版

部下面には床版外側部に固定される腹板を取り付けてなることを特徴とする」

に該当すると評価することができる。なお，ブラケットに被告の主張するよ

うな技術的意義があるとしても，それによって被告製品のブラケットにおけ

る床版取付部が本件発明における腹板に相当しないということにはならない。 

そうすると，被告製品は構成要件Ｄを充足すると認められる。 

 (3) したがって，被告製品は，構成要件Ａ，Ｃ及びＤを充足すると認められ

る。 

３ 争点(3)（被告製品は構成要件Ｂ及びＥを充足するか）について 

 (1) 当事者間に争いのない事実によれば，本件発明に係る「道路橋道路幅員

拡張用地覆ユニット」は，橋梁改修工事において用いられるものであるとこ

ろ，橋梁改修工事発注の過程で，鋼製地覆を製造販売する会社は，発注者で

ある地方公共団体や工事施工者と事前に打合せをして，受注した設置対象の

橋梁に応じて，①延伸部上の補強リブの位置・本数，②前面側のボルトの位

置・本数・直径，③背面側のボルトの位置・本数・直径，④縁石部の背面側

寸法，⑤腹板の高さ，⑥鋼製地覆の張出幅等の具体的な形状を設計し，これ

に従って鋼製地覆を製造販売するものであり，鋼製地覆を現実に取引する際

には，関係者はその設置態様（拡張型・非拡張型の別）を認識しているもの

である。 

   このような製造販売方法からすれば，本件発明の構成要件Ｂにおいて，延

伸部と地覆除去部との関係が「コンクリート床版側端部の地覆除去部に固定

される延伸部」と定められていることについて，当業者が合理的に解釈すれ

ば，本件発明は，コンクリート床版側端部の地覆除去部に固定される延伸部
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を有するものとして製造販売される道路橋道路幅員拡張用地覆ユニット，換

言すれば，道路幅員拡張効果を奏する地覆ユニットに係るものであると理解

するものと解される。 

 (2) 被告製品３は，製品名がスチールウイングであって，「既設橋梁の改修

に使用されるプレキャスト鋼製張出し地覆のうち，ブラケット部を具えるも

の。但し，延伸部が地覆除去部に固定されるもの（中空筒体状の地覆の底面

側の面（以下「底面側」という。）の一部が床版に設置するとされているも

のについては，底面側と床版の設置幅が，既設地覆の地覆幅未満のもの）」

と特定されているから，構成要件Ｂ，Ｅを充足することは明らかである。ま

た，被告製品２は，既に設置されたスチールウイングであるところ，延伸部

が地覆除去部に固定されており，道路幅員拡張効果を奏しているから，構成

要件Ｂ，Ｅを充足することは明らかである。 

(3) 他方，被告製品１は，既に設置されたスチールウイングであるが，延伸

部が地覆除去部に固定されておらず，道路幅員拡張効果を奏していないから，

被告製品１は少なくとも構成要件Ｂを充足するとは認められない。 

この点，原告は，「コンクリート床版側端部の地覆除去部に固定すること

が可能な形態の延伸部」であれば構成要件Ｂを充足すると主張する。しかし

ながら，証拠（乙５）によれば，本件特許に係る出願人は，平成１４年３月

１９日付手続補正書により，構成要件Ｂの「コンクリート床版側端部の地覆

除去部に固定される延伸部」という要件を追加的に補正し，第一意見書にお

いて，「本願発明に係る地覆ユニット及び設置方法がこれらの相違を有して

いることを明確にするため，延伸部と腹板が床版のどこに固定されているか

を特許請求の範囲を補正することにより明瞭に特定した。」と主張して本件

特許の登録に至ったものであるから，かかる構成要件Ｂをその文言の通常の

意味を超えて拡張解釈するのは相当でない上，前記(1)記載の製造販売方法

からすれば，被告が被告製品１を製造販売した時点において，被告製品１の
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延伸部は地覆除去部に固定されるものではなかったと考えられるから，原告

の主張には理由がない。 

さらに，原告は，防護柵の設置基準によれば，地覆にたわみ性防護柵を設

置する場合の地覆幅は６００ミリメートルを標準とする旨定められているこ

とから，これを前提として橋梁の側端部から６００ミリメートルの範囲に地

覆があったと想定すれば被告製品１の延伸部は地覆除去部に設置されている

といえ，実質的に道路幅員拡張効果を有する旨主張する。しかし，これは，

実際とは異なる想定に基づくものであって前提を欠き，また，被告製品１を

設置したことによって道路幅員の縮小を免れる効果を奏するとしても，その

ことをもって道路幅員の拡張効果を有するということにはならないから，原

告の上記主張も採用することができない。 

  したがって，被告製品１が本件発明の技術的範囲に属するとする原告の主

張には理由がない。 

４ 争点(4)（出願経過禁反言の適用が認められるか）について 

   被告の主張するとおり，証拠（乙８）によれば，本件特許に係る出願人が，

第二意見書において，本件引用文献「に示された『地覆』は，道路橋の道路幅

員拡張用に使用することは，絶対に不可能である。」，「仮に既設の道路橋に

おいて，地覆部を除去した後にこの「地覆」を設置するという方法を実施して

もその床版上にそのまま縁石部を載置して固定することになるから，道路幅員

の拡張はおぼつかない。」，「本願発明では，地覆除去部に延伸部を位置させ

るため，縁石部は床版の外側に位置し，地覆除去部がそのまま道路幅員とな

る」，「本願発明の『地覆ユニット』が，道路幅員の拡張に適した構成である

のに比し，」本件引用文献「に示された『地覆』は新設の道路橋にのみ適用さ

れる構成であることは自明である。」，などと述べていることが認められるけ

れども，これらは，本件引用文献と比較して本件発明が道路幅員の拡張に適し

た構成であることを説明するために，縁石部の全部が床版の外側に位置する形
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態を念頭に置いて意見を述べたに過ぎないと考えられる。 

本件明細書において，道路橋道路幅員拡張用地覆ユニットの別の実施の形態

として，段落【００２７】ないし【００３３】及び【図１２】ないし【図１４】

において，縁石部の一部が床版上に位置する形態が明確に記載されていること

（甲１６）も考慮すれば，上記の第二意見書の記載をもって，縁石部の全てが

床版外側に位置せず，縁石部の一部が床版上に位置する形態を，本件発明から

除外する旨を述べるものとまでいうことはできない。 

したがって，原告が，本件発明の技術的範囲が，縁石部の全てが床版外側に

位置せず，縁石部の一部が床版上に位置する被告製品のような形態に及ぶと主

張することが，信義誠実の原則ないしは禁反言の原則に反するとは認められず，

被告の主張には理由がない。  

５ 結論 

以上によれば，被告の全主張を踏まえても，被告製品２及び被告製品３は，

本件発明の構成要件を全て充足し，本件発明の技術的範囲に属すると認められ

る（一方，被告製品１は，本件発明の技術的範囲に属しない。）から，損害賠

償請求に係る損害額の算定等につき，更に審理をする必要がある。よって，主

文のとおり中間判決する。   

なお，当裁判所は，被告が，平成２７年４月３０日付け中間判決申立書によ

り，損害論に関する円滑な審理に資するために中間判決が必要である旨申し立

てたことを受けて，本中間判決をするものであり，被告が，同年６月９日の第

２回口頭弁論期日において述べたとおり，中間判決後は損害論の円滑な審理に

協力することを強く期待するものである。 

    東京地方裁判所民事第４７部 

 

 

裁判長裁判官     沖 中 康 人 
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裁判官     廣 瀬 達 人 

 

 

 

裁判官     宇 野 遥 子 

 

 

 

 

 

             （別添特許公報は省略） 
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（別紙） 

被 告 製 品 目 録 １ 

【乙２２号証等に基づく被告製品（祓川新橋）】 

 

１ 既設橋梁の改修に使用されるプレキャスト鋼製張出し地覆 

但し，祓川新橋（三重県松阪市稲木町）に設置されたもの 

 

２ 製品名  張出し地覆「スチールウイング」 

 

３ 製造会社名 株式会社ダイクレ（被告） 

 

４ 被告製品の図面 
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５ 図面における符号の説明 

  １   地覆 

  １ａ  前面側 

  １ｂ  上面側 

  １ｃ  背面側   

  ２   底版部 

  ２ａ  延伸部 

  ２ｂ  底面側 

  ４ａ  前面側ボルト 

  ４ｂ  背面側ボルト   

  ６ａ  床版取付部   

  ６ｄ  リブ 

  １１  張出地覆 

  １２  コンクリート床版 

以上 
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（別紙） 

被 告 製 品 目 録 ２ 

【乙２３，２４号証等に基づく被告製品（境田橋）】 

 

１ 既設橋梁の改修に使用されるプレキャスト鋼製張出し地覆 

但し，境田橋（熊本県球磨郡相良村）に設置されたもの 

 

２ 製品名  張出し地覆「スチールウイング」 

 

３ 製造会社名 株式会社ダイクレ（被告） 

 

４ 被告製品の図面 
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５ 図面における符号の説明 

  １   地覆 

  １ａ  前面側 

  １ｂ  上面側 

  １ｃ  背面側   

  ２   底版部 

  ２ａ  延伸部 

  ２ｂ  底面側 

  ４ａ  前面側ボルト 

  ４ｂ  背面側ボルト   

  ６ａ  床版取付部   

  ６ｄ  リブ 

  １１  張出地覆 

  １２  コンクリート床版 

以上 
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（別紙） 

被 告 製 品 目 録 ３ 

 

１ 既設橋梁の改修に使用されるプレキャスト鋼製張出し地覆のうち，ブラケット

部を具えるもの。但し，延伸部が地覆除去部に固定されるもの（中空筒体状の地

覆の底面側の面（以下「底面側」という）の一部が床版に設置するとされている

ものについては，底面側と床版の設置幅が，既設地覆の地覆幅未満のもの）。 

 

２ 製品名  スチールウイング 

 

３ 製造会社名 株式会社ダイクレ（被告） 

 

４ カタログ上の被告製品の記載 

 

（１）底面側が床版に設置するとされていないもの 
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（２）底面側の一部が床版に設置するとされているもの 
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５ 「既設地覆の地覆幅」と「底面側と床版の設置幅」の略図 

   以上 
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（別紙） 

原告主張に係る被告製品の構成 

 

ａ 前面側，上面側，背面側を備えた縁石部と 

ｂ 該縁石部の前面側外方に延伸し，コンクリート床版側端部の地覆除去部

に固定される延伸部と底面側を備えた底版部と 

ｃ からなる鋼製中空筒体を形成するとともに 

ｄ 底版部下面には，床版外側部に固定される腹板を取り付けてなることを

特徴とする 

ｅ 道路橋道路幅員拡張用地覆ユニット 

 

以上 
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（別紙）  

被告主張に係る被告製品の構成 

 

 ①非拡張型スチールウイング（別紙被告製品目録１の「４被告製品の図面」参照） 

  ａ① コンクリート床版１２側端部の地覆除去部の範囲内に位置する前面側１

ａ，及び上面側１ｂと背面側１ｃを具えた縁石部１と 

  ｂ① 前記縁石部１の前面側１ａ外方に延伸し，前記地覆除去部よりも内側に

固定される延伸部２ａと底面側２ｂを具えた底版部２と 

  ｃ① からなる鋼製中空の張出地覆１１。 

 

 ②拡張型スチールウイング（別紙被告製品目録２の「４被告製品の図面」参照） 

  ａ② コンクリート床版１２側端部の地覆除去部の範囲内に位置する前面側１

ａ，及び上面側１ｂと背面側１ｃを具えた縁石部１と 

  ｂ② 前記縁石部１の前面側１ａ外方に延伸し，前記地覆除去部に固定される

延伸部２ａと底面側２ｂを具えた底版部２と 

  ｃ② からなる鋼製中空の張出地覆１１。 

 

以上 
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（別紙） 原告説明図 

 

 


